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○世田谷区障害者グループホーム利用者支援事業実施要綱 

平成20年３月31日19世障施第1460号 

注 平成24年３月の改正から改正経緯を付した。 

改正 

平成24年３月30日23世障施第2321号 

平成24年５月31日24世障施第393号 

平成25年３月28日24世障施第2397号 

平成25年４月30日25世障施第205号 

平成26年４月１日26世障施第215号 

平成30年12月28日30世障施第1716号 

平成31年３月19日30世障施第2079号 

令和３年４月１日３世障施第375号 

令和３年１２月１日３世障施第1419号 

令和８年２月１日７世障施第1335号 

令和８年４月１日８世障施第392号 

世田谷区障害者グループホーム利用者支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号。以下「法」という。）第５条第17項に規定する共同生活援助（以下「共同生活援助」

という。）を利用する障害者の地域社会における生活の自立を促進するために実施する支援事業

（以下「支援事業」という。）について定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 法第36条の規定により東京都知事による指定を受け、共同生活援助を実施する法第29条第

１項に規定する指定障害福祉サービス事業所（以下「グループホーム」という。）を次の各号に

掲げるものに分類する。 

(１) 滞在型グループホーム 東京都障害者グループホーム支援事業取扱要領（20福保障居第

3985号。以下「都要領」という。）第２条第１項第１号に規定する滞在型グループホームとし

て指定を受けたものをいう（以下「滞在型」という。）。 

(２) 通過型グループホーム 都要領第２条第１項第２号に規定する通過型グループホームとし

て指定を受けたものをいう（以下「通過型」という。）。 
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２ この要綱において「夜間支援体制」とは、都要領第６条の規定により認定を受けているとみな

され、次条に規定する支援事業を受けることができる障害者に対して、夜間及び深夜の時間帯を

通じて必要な介護等の支援を提供するグループホームの体制をいう。 

３ この要綱において「精神科医療連携体制」とは、都要領第５条の２の規定により精神科医療連

携体制に対する助成に係る届出を東京都福祉保健局長に受理され、次条に規定する支援事業を受

けることができる者に対して、精神科医療と十分に連携し支援を行うことができるグループホー

ムの体制をいう。 

（支援事業の対象となる者） 

第３条 支援事業を受けることができる者（以下「支援事業対象者」という。）は、次の各号に掲

げる障害者（居住地要件を満たすものに限る。）のうち、グループホームが提供する当該各号に

定める障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」という。）を利用するものとする。 

(１) 法第19条第１項に規定する介護給付費等の支給決定を受けた者 共同生活援助 

(２) 前号に掲げるもののほか、区長が特に必要と認めたもの 区長が特に必要と認めた障害福

祉サービス 

２ 前項の居住地要件とは、特定施設（法第19条第３項に規定する特定施設をいう。以下同じ。）

への入所前に有した居住地（継続入所障害者（法第19条第３項に規定する継続入所障害者をいう。

以下同じ。）にあっては、最初に入所した特定施設への入所前に有した居住地）が世田谷区内で

あることとする。ただし、特定施設への入所前に居住地を有しないか、又は明らかでない特定施

設入所障害者（法第19条第３項に規定する特定施設入所障害者をいう。）にあっては、入所前に

おけるその者の所在地（継続入所障害者にあっては、最初に入所した特定施設の入所前に有した

所在地）が世田谷区内であることとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、法第19条第４項の規定の適用を受ける障害者等に係る第１項の居住

地要件は、当該障害者等が満18歳となる日の前日に当該障害者等の保護者であった者が有した居

住地が世田谷区内であることとする。ただし、当該保護者であった者がいないか、居住地を有し

ないか、又は明らかでない者にあっては、満18歳となる日の前日におけるその者の所在地が世田

谷区内であることとする。 

（支援事業の内容） 

第４条 支援事業の内容は、次に掲げる助成（以下「助成」という。）とする。 

(１) グループホームに対する助成（グループホームの運営を支援するための助成をいう。以下

同じ。） 
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(２) 夜間支援体制に対する助成（グループホームにおいて、夜間支援を行った場合の助成をい

う。以下同じ。） 

(３) 通過型グループホームに対する助成（通過型の運営を支援するための助成をいう。） 

(４) 精神科医療連携体制に対する助成（グループホームが精神科医療との連携を行う体制を整

備するために必要となる経費に対する助成をいう。） 

(５)施設借上費の助成（グループホームの入居者（精神障害者又は通過型の入居者に限る。以下

同じ。  ）の居住する居室の家賃等に対する助成をいう。） 

２ 前項の規定により支給する助成金（以下「助成金」という。）の額は、前項各号に掲げる助成

のうち該当するものについて、次条から第９条までの規定により算定した額の合計額とする。 

３ 支援事業による助成金の総額は、予算の定める額を限度とする。 

（グループホームに対する助成） 

第５条 グループホームに対する助成の支援事業対象者１人当たりの日額単価は、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

(１) グループホームに対する助成の算定は月単位とし、その額は別表に掲げる支援事業対象者

１人当たりの日額単価に区長が定める支援を行った日数（以下「基準日数」という。）を乗じ

て得た額（１円未満の端数は切り捨てる。）とする。ただし、グループホームに対する助成の

算定を行った結果、１円未満の場合は０円とする。 

(２) 基準日数として算定することができる日は、入居者に対して次の支援を行い、サービス提

供記録にその支援内容を記録した日とする。ただし、グループホームが、これらの支援を行う

旨をあらかじめ共同生活援助計画に記載していることを算定の要件とする。 

ア 日常生活支援 

イ 食事提供支援 

ウ 介護等支援 

エ 入院期間における病院等との連絡調整等支援 

オ 帰宅期間における家族等との連絡調整等支援 

カ その他支援事業対象者に対する支援 

なお、エにおける支援とは、病院又は診療所を訪問し、入院期間中に被服等の準備や利用者の

相談支援などの日常生活上の支援を行うことや、退院後の円滑な生活移行のための病院又は

診療所との連絡調整を行うことなどをいう。オにおける支援とは、帰省に伴う家族等との連

絡調整や交通手段の確保等の支援を行うことや、帰省期間中に家族等との連携により、居宅



4/13 

等における生活状況等を十分把握することなどをいう。 

（夜間支援体制に対する助成） 

第６条 夜間支援体制に対する助成の支援事業対象者１人当たりの日額単価は、991円とする。 

２ 夜間支援体制に対する助成の算定は、月単位とし、その額は前項に掲げる日額単価に基準日数

を乗じて得た額から国給付費額（夜間支援等体制加算（Ⅰ）又は夜間支援等体制加算（Ⅱ）分に

限る。）を控除した額とする。ただし、夜間支援体制に対する助成の算定を行った結果、１円未

満の場合は０円とする。 

（通過型に対する助成） 

第７条 通過型に対する助成の支援事業対象者１人当たりの日額単価は、８００円とする。 

２ 通過型に対する助成の算定は、月単位とし、その額は、前項の日額単価に基準日数を乗じて得

た額とする。 

３ 入居者が退居した場合の助成は、 当該退居した日から３月経過した日の属する月の月末までと

し、助成額は、別表に掲げる日額単価の第５条（２）エ、オ、カ（区分１以下）の欄及び通過型

加算の日額単価に算定日数を乗じて得た額とする。 

（精神科医療連携体制に対する助成） 

第８条 精神科医療連携体制に対する助成の支援事業対象者１人当たりの日額単価は、330円とする。 

２ 精神科医療連携体制に対する助成の算定は、月単位とし、その額は前項に掲げる日額単価に基

準日数を乗じて得た額とする。ただし、精神科医療連携体制に対する助成の算定を行った結果、

１円未満の場合は０円とする。 

３ 精神科医療連携体制に対する助成の対象となる者は、精神障害者として支給決定を受けている

利用者であり、次に掲げる要件をいずれも満たしているものとする。 

(１) 月１回以上、対象となる利用者が診療を受けている精神科医療機関との連携を行い、その

記録を作成すること。 

(２) 利用者の状態を把握できるよう、適宜、ヒアリング等を行うこと。 

(３) 第１号及び第２号に係る記録を５年間保存し、都又は区から求めがあった場合は、これを

速やかに提出すること。 

（施設借上費に対する助成） 

第９条 施設借上費の助成の対象となるのは、次に掲げる項目の費用とする。 

（１）通過型の居室並びに交流室の家賃、更新料及び礼金（入居者が入院し、６か月以内に退院

が見込まれる場合は、６か月経過した日の属する月の末日まで支弁する。） 
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（２）通過型を退居後の居室の家賃、更新料及び礼金（入居者が退居した日から３月経過した日 

の属する月の月末までの家賃等に限る。） 

（３）精神障害者の居室の家賃、更新料及び礼金 

２ グループホームに対する施設借上費の補助基準額は、６９，８００円とする。 

３ 補助基準額から法第３４条第１項に規定する特定障害者特別給付費を除いた額と家賃額、更 

新料及び礼金を足した額を比較し少ない額を助成額とし、通過型の交流室及び退居後の居室の 

施設借上費についても同様とする。 

４ 法第３４条第１項に規定する特定障害者特別給付費の支給対象となる入居者及び生活保護の 

住宅扶助の支給対象となる入居者については、家賃等から特定障害者特別給付費、住宅扶助を 

除くものとする。 

５ 施設借上費の算定は、月単位とする。 

（補助の条件） 

第１０条 第４条第１項各号に規定する助成は、支援事業対象者が障害福祉サービスを受けたグル

ープホームごとに、次に掲げる条件をいずれも満たしている場合に助成するものとする。 

(１) 当該グループホーム（平成30年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）を受け、か

つ、指定日から３年を過ぎないグループホームを除く。）は、福祉サービス第三者評価（利用

者本位の福祉の実現のため、事業者及び利用者でない第三者からなる評価機関がサービスの内

容又は質、事業者の経営、組織のマネジメントの力等に関する評価をするものをいう。）を３

年に１回受審すること。この場合において、３年の起算日は、最後に福祉サービス第三者評価

の受審を完了した月の翌月１日とする。 

(２) 前年度に、事業所全体で一定数以上（事業年度の前年度の４月１日時点の事業所の定員数

を30で除した数（小数点以下は切り上げる。）をいう。）の世話人又は生活支援員が、当該グ

ループホームを運営している法人以外の者による外部研修等（運営法人以外の者が当該グルー

プホームの事業所外又は事業所内で実施する研修であり、主として障害理解に関する内容の研

修をいう。）を受講すること（平成30年４月１日以降に新たに指定（指定の更新を除く。）を

受け、かつ、指定を受けた年度及びその翌年度に該当しない事業所を除く。）。 

(３) 事業を運営するに当たり、具体的な事業内容を記載した事業計画を作成し、事業内容に変更

が生じた場合は、適宜更新を行っていること。また、新たに指定を受ける場合又は事業内容のう

ち定員に変更が生じる場合は、原則として、都に事業計画を提出すること。 
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(４) 第１号及び第２号に係る書類を５年間保存すること。また、前３号に係る書類について、区

又は都から求めがあった場合は、これを速やかに提出すること。 

２ 前項に掲げるもののほか、グループホーム運営事業者は、ユニットごとに、勤務している世話

人又は生活支援員のうち一人以上が、年に１回以上外部研修等を受講するよう努めるものとする。 

３ 前項第１号に規定する受審が完了せずに３年を経過した場合は、起算日から３年を過ぎた月か

ら受審が完了した月までのサービス提供分について、助成を支給しない。 

４ 第１項第２号に掲げる条件を満たさない場合は、翌年度のサービス提供分について助成を支給

しないものとする。 

（助成の申請） 

第１１条 区長は、グループホームから障害福祉サービスを受けた支援事業対象者が助成を申請す

るときは、書面によりさせるものとする。 

２ 前項の規定による申請に当たって、支援事業対象者がグループホーム、夜間支援体制及び通過

型の利用に要する費用に充てるために、グループホームが当該助成金を代理受領することを希望

するときは、委任状を提出させるものとする。この場合において、支援事業対象者が当該費用と

してグループホームに支払うべき額の限度内で、グループホームに当該助成金を代理受領させる

ことができる。 

３ 前項の委任状は、グループホームを経由して区に提出させるものとする。 

４ 第２項の規定により、グループホームが代理受領を希望する場合で、助成に該当するときは、

グループホームに障害福祉サービスを提供した月の翌月10日までに介護給付費等の請求に関する

省令（平成18年厚生労働省令第170号）附則第２条第１項に規定する介護給付費・訓練等給付費等

明細書及び同条第２項の規定による実績記録票を添付した区加算請求書（第１号様式）及び区加

算明細書（第２号様式）、区加算明細書（通過型加算）（第４号様式）を区長に提出させなけれ

ばならない。 

５ 前項に掲げるもののほか、第１０条第１項第１号に係る書類として、毎年４月サービス提供分

（平成30年４月１日以降に指定を受けた事業所に最初に当該書類を提出させる場合にあっては、

最初に指定を受けた年月から３年後の前月のサービス提供分）において、指定通知書又は福祉サ

ービス第三者評価の評価機関が作成した評価調査結果報告書の表紙の写しを添付した区加算請求

書別紙（第３号様式。以下「請求書別紙」という。）を区長に提出させなければならない。 

６ 第４項に掲げるもののほか、第９条第１項第２号に係る書類として、毎年４月サービス提供分

において、請求書別紙を区長に提出させなければならない。 
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（助成金の支払） 

第１２条 区長は、前条の申請を受理したときは、速やかにその内容を障害福祉サービス等に要す

る費用の額と併せて審査し、支払うものとする。ただし、区長が特に認める場合は、この限りで

はない。 

２ 前条の規定により、グループホームが代理受領を受けたときは、支援事業対象者に助成がされ

たとみなすものとする。 

（代理受領通知） 

第１３条 区長は、第８条の規定により、代理受領を受けたグループホームに支援事業対象者に対

してその旨を通知させるものとする。 

（支給の取消し） 

第１４条 区長は、支援事業対象者が次の各号のいずれかに該当した場合は、支援事業の決定の一

部又は全部を取り消すものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けたとき。 

(２) 助成金を当該支援事業以外の用途に使用したとき。 

(３) 支援事業の支給決定の内容、これにつけた条件又は法令等に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により取消しをしたときは、速やかにその内容を、当該支援事業対象者に

書面により通知しなければならない。 

（助成金の返還） 

第１５条 区長は、前条の規定により支援事業の決定を取り消した場合において、当該支援事業の

当該取消しに係る部分について、既に助成金が支給されているときは、前条第２項の書面により、

期限を定めてその返還を支援事業対象者に命じなければならない。 

（違約加算金及び延滞金） 

第１６条 区長は、前条の規定により助成金の返還を命じたときは、支援事業対象者をしてその命

令に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、助成金の額（その一部を納付した場

合におけるその後の期間については既納額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算

した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

２ 区長は、助成金の返還を命じた場合において、支援事業対象者がこれを納期日までに納付しな

かったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年10.95パー

セントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても365日当たりの割合とする。 
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（違約加算金の計算） 

第１７条 助成金が２回以上に分けて支給されている場合における前条第１項の規定の適用につい

ては、返還を命じた額に相当する助成金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命

じた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命じられた額に達するまで順次、さか

のぼり、それぞれの受領の日において受領したものとする。 

２ 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、支援事業対象者の納付した

金額が返還を命じた助成金に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた助成金に充

てるものとする。 

（延滞金の計算） 

第１８条 第１４条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた助成金

の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基

礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額とする。 

（助成の一時停止） 

第１９条 区長は、この要綱又はこの要綱以外の規定に基づき支給されている助成金の返還を命じ

られた支援事業対象者が、当該助成金、違約加算金又は延滞金の一部又は全部を納付しない場合

において、この要綱に基づき支給すべき助成金があるときは、相当の限度においてその支給を一

時停止することができる。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、障害福祉部長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成20年３月31日から施行し、平成19年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の日において、平成19年４月１日から施行日までの間に助成の決定を受けたも

のについては、この要綱に基づく助成の決定を受けたものとみなす。 

附 則（平成21年７月１日21世障施第310号） 

１ この要綱は、平成21年７月１日（以下「施行日」という。）から施行し、平成21年４月１日か

ら適用する。 

２ この要綱の施行前に改正前の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱の相当する規

定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成24年３月30日23世障施第2321号） 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 
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附 則（平成24年５月31日24世障施第393号） 

１ この要綱は、平成24年６月１日から施行し、平成24年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の前に、この要綱の改正前の規定によりなされた手続その他の行為は、この要

綱による改正後の規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

３ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の第２号様式の規定に基づき作成された様式の用

紙で現に残存するものは、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成25年３月28日24世障施第2397号） 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年４月30日25世障施第205号） 

この要綱は、平成25年５月１日から施行し、平成25年４月１日より適用する。 

附 則（平成26年４月１日26世障施第215号） 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年12月28日30世障施第1716号） 

この要綱は、平成31年１月１日から施行し、平成30年４月１日から適用する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

(１) 第４条第１項に１号を加える改正規定及び第７条の次に２条を加える改正規定（第８条に

限る。） 平成31年１月１日 

(２) 第７条の次に２条を加える改正規定（第９条第１項第２号に限る。）及び第８条に２項を

加える改正規定（同条第６項に限る。） 平成32年４月１日 

(３) 第７条の次に２条を加える改正規定（第９条第１項第１号及び第３号に限る。）及び第８

条に２項を加える改正規定（同条第５項に限る。） 平成33年４月１日 

附 則（平成31年３月19日30世障施第2079号） 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日３世障施第375号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年１２月１日３世障施第1419号） 

この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。 

附 則（令和８年２月１日７世障施第1335号） 

この要綱は令和８年２月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から適用する。 
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(１） 第７条１項の改正規定（同項に規定する対象者１人当たりの日額単価の改定に係る部分に

限る。）及び別表の改正規定 令和６年４月１日 

(２) 第７条１項の改正規定（同項に規定する対象者が退居した場合に支弁する額の追加に係る

部分に限る。）及び前号に掲げる規定以外の規定 令和７年４月１日 

附 則（令和８年４月１日８世障施第392号） 

この要綱は、令和８年９月１日から施行する。 
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別表（第５条関係） 
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